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財団法人さっぽろ健康スポーツ財団（以下、「財団」とする。）では、2000年から8年間、高齢者向けの筋
力向上トレーニング事業を継続して実施し、調査研究を行ってきた実績を持つ。現在は、2006年4月の介護
保険法改正により介護予防事業が導入されると同時に、札幌市より特定高齢者向けの筋力向上トレーニング
事業を受託している。
財団の行う特定高齢者向け筋力向上トレーニングは、参加高齢者（以下、「参加者」とする。）の筋力向上

を目的とすることに加え、筋力向上によって生まれる日常生活上の変化や意欲の向上を狙っている。トレー
ニングの指導には、健康運動指導士または健康運動実践指導者の資格を有したスタッフがあたっている。指
導にあたっては、トレーニングの効果を参加者の日常生活に結びつけるようイメージさせる。そして参加者
個々人が筋力向上によって日常生活において何ができるようになりたいか、ニーズを引き出す。また、参加
者に「できた」という経験を重ねさせ、3ヶ月のプログラムを継続して参加できるよう支援している。さら
に、財団は、3ヶ月のプログラムのみならず、プログラム後に参加者が運動を継続できる場も設けている。
本号では、「特定高齢者筋力向上トレーニング」を行う、財団の施設課健康づくり主幹である健康運動指

導士の佐竹恵治氏の取材を基に、取組を紹介する。佐竹氏は、2000年から現在に至るまで高齢者筋力向上ト
レーニングの調査研究および事業の運営にあたっている。
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さっぽろ健康スポーツ財団が行う特定高齢者筋力向上トレーニングの取組

財団は、1984年4月に設立され、札幌市におけるス
ポーツの普及振興および健康づくり活動の支援のため
に必要な事業を行うとともに、札幌市の設置するスポ
ーツ施設や健康づくり施設の管理運営に関する事業を
行うことによって、道内におけるスポーツの振興およ
び道民の健康増進に寄与することを目的としている1。
現在、財団は、指定管理者として市内の健康・スポー
ツ施設29施設の運営、イベントの企画・運営、講演会、
運動指導者の育成・派遣、学校開放事業、健康・相談
事業、受託事業および調査研究等を行っている2。

1 財団法人さっぽろ健康スポーツ財団ホームページ「財団のご紹介・
寄付行為」（visited Apr.04,2008）
<http://www.sspc.or.jp/zaidan/kifu.html>。
2 財団法人さっぽろ健康スポーツ財団ホームページ（visited Apr.04,2008）
<http://www.sspc.or.jp/index.html>。
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（出典）札幌市健康づくりセンターのホームページ
「施設のご案内」（visited May.14, 2008）
<http://www.sapporo-hpc.com/index.html>。

図1 札幌市西健康づくりセンター



１．概要

財団が現在行っている「特定高齢者筋力向上トレー
ニング」とは、要介護および要支援ほど重くはないが、
ハイリスクの高齢者（特定高齢者）に対する運動器機
能向上を目的とした通所によるマシントレーニングプ
ログラムである。財団は、高齢者を対象とした筋力向
上トレーニングに関し、2000年よりいくつかの事業
を受託し、調査研究を継続して行ってきている。受託
する事業や制度改定に伴い、プログラムの対象者等に
若干の変化が見られるが、現在は、2006年4月の介
護保険法の改定による介護予防事業の導入に伴い、介
護予防事業の一つである「マシントレーニングによる
特定高齢者筋力向上トレーニング」事業として受託し、
札幌市内3箇所の健康づくりセンターで実施している。
「特定高齢者筋力向上トレーニング」は、市内3箇

所の健康づくりセンターで実施されており、週2回3ヶ
月を1期として年4期実施されている。各センターで1
期当たり週4教室開設し、1期1センターでの4教室を合
わせて最大40名まで参加できる。プログラム開始前に、
筋力や移動能力等を測る体力測定および疼痛の有無や
可動域等を測る理学的評価に理学療法士が加わり、理
学療法士とトレーニング指導を行う健康運動指導士お
よび健康運動実践指導者3（以下、この両者を合わせて
「運動指導者」とする。）が評価に基づきカンファレン
スを行い、参加者の状態に合わせた個別の対応につい
て話し合う。プログラムは、専門資格を有した運動指
導者によって指導がなされ、3ヶ月継続して支援が行
われる。札幌市内3箇所の健康づくりセンターでの実
施のうち、参加者数がもっとも多い札幌市西健康づく

りセンターについて、2007年度の実績を示す（表1）。

2．高齢者向け筋力向上トレーニングの沿革

財団が、高齢者向け筋力向上トレーニングに初めて
取り組んだのは、2000年のことであった。以来、継
続して厚生労働省や札幌市より事業を受託している。
これまでの高齢者向け筋力向上トレーニング事業の沿
革を図2に示している。
2000年、佐竹氏は、厚生労働省老人保健健康増進

等事業の調査研究として、包括的高齢者運動トレーニ
ングを提唱していた大渕修一氏（当時、北里大学医療
衛生学部リハビリテーション学科助教授、現東京都老
人総合研究所、理学療法士）と共同で調査研究に携わ
ることとなった。札幌市在住の高齢者25名を対象にパ
イロットプログラムを実施したところ、高い身体機能
回復効果が認められた。その後、2001年度から2年
をかけて、福祉自治体ユニットからの委託により、筋
力向上トレーニング事業を実施した。財団が行ったこ
の2年間の結果報告がベースとなり、2003年度に厚
生労働省「介護予防・地域支え合い事業」の中で「筋
力向上トレーニング」がメニュー化され、佐竹氏は、
他の自治体の運動指導者養成研修も依頼された。また、
2002年度、札幌市の「高齢者運動推進プログラム事
業」を受託し、2006年4月、介護保険法改正による
介護予防事業導入に伴い現在の実施体制に至っている。
2000年からの8年間の事業の中で、佐竹氏ら高齢

者筋力向上トレーニングの調査研究チームは、プログ
ラムが身体機能に与える効果に留まらず、多岐に渡る
効果の実証研究を行っている。例えば、高齢者は身体
機能のみならず精神機能の低下も見られることから、
主観的な健康度や日常生活機能について問う健康関連
QOLを測定し、トレーニングにより改善したことを示
した。また、介護予防トレーニングの目的は、単に身
体機能の改善だけでなく、日常生活内での生活行為の
改善が重要であるとし、効果を示している4。2006年
に、ライフコーダを利用して日常生活の活動量への影
響を検討し、プログラム前後3週間の測定を行った結
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（注） 2008年1月時点の実績である。
（出典）取材内容を基に、損保ジャパン総合研究所作成。

表1 2007年度の「特定高齢者筋力向上トレーニング」
参加者実績（札幌市西健康づくりセンター）

3 「健康運動指導士」および「健康運動実践指導者」は、財団法人健
康・体力づくり事業財団が認定する資格である。「健康運動指導士」
とは、保健医療関係者と連携しつつ安全で効果的な運動を実施する
ための運動プログラム作成および実践指導計画の調整等を行う役割
を担う者をいい、「健康運動実践指導者」とは、健康づくりのため
の運動指導者に与えられる称号の一つで、医学的基礎知識、運動生
理学の知識、健康づくりのための運動指導の知識・技能等を持ち、
健康づくりを目的として作成された運動プログラムに基づいて、実
践指導を行うことが出来ると認められた者に与えられる。（財団法
人健康・体力づくり事業財団のホームページ「運動指導者情報」
（visited May.12, 2008）
<http://www.health-net.or.jp/zaidan/undou/undou_index.html>。）
4 佐竹恵治、金澤奈緒美、竹村慎二、藤田久美子、山瀬智美、西島宏
隆「要介護高齢者に対する筋力トレーニングの効果」（北海道公衆
衛生学雑誌、第18巻第2号、2004）

さっぽろ健康スポーツ財団の実施する
「特定高齢者筋力向上トレーニング」



ディジーズ・マネジメント・レポーター 2008年6月 No.10

3

果、元々活動量の少ない参加者の活動量増強につなが
り、参加者に自信がついたことを証明している5。こう
して、財団が行う高齢者向け筋力向上トレーニングは、
身体機能の改善のみならず、精神機能や日常生活内で
の生活行為の改善に効果があることが示されている。

3．プログラムの内容と意義

財団が行う「特定高齢者筋力向上トレーニング」の
概要を表2に示している。「特定高齢者筋力向上トレー
ニング」は、週2回3ヶ月間、1回90分程度のトレー
ニングを、評価を含めて全24回行うプログラムである。
プログラム開始前に参加者の体力測定および理学的評
価を行う際には、理学療法士が加わり、トレーニング
の指導にあたる運動指導者とのカンファレンスが行わ
れる。これにより、理学療法士の専門的知見に基づく、
個々の参加者の身体状況、留意事項等が運動指導者と
共有化される。トレーニングの指導は、財団職員であ
る運動指導者が行う。1回のトレーニングでは、血圧
および心拍数の測定の後、30分のウォーミングアップ
（ストレッチ）、50分の筋力トレーニング、10分のク
ールダウン（ストレッチ）を行い、再度、血圧および
心拍数の測定を行う。トレーニング期間中、運動指導
者は、参加者のレベルに合わせながら段階を踏んだ上
で、トレーニング内容に変化をつけている。
佐竹氏は、3ヶ月の特定高齢者筋力向上トレーニン

グの意義について、以下のように説明する。筋力は
「行動を起こす力」であり、筋力が低ければ行動を持続
することもままならない。行動を起こす力である筋力
をつける第一段階が3ヶ月の集中したプログラムであ
る。財団の行うプログラムは、単に筋力をつけること

のみが目的ではなく、トレーニングによる効果を参加
者の日常生活に結びつけ、参加者各々の目標を引き出
し、意欲が沸くように働きかける。筋力向上トレーニ
ングは、参加者が行動変容を起こすための働きかけの
手段であり、働きかけは専門の技能を持ったスタッフ
が行い、3ヶ月終了するまでプログラムを継続して参
加できるよう支援する。
取材で見学したプログラムでは、2名の運動指導者

が指導に当たり、ストレッチの際には1名が参加者の
前で見本を行い、もう1名が全参加者を回って適宜補
助していた。図3は実際のストレッチの一つを示して
いるが、寝ている姿勢から起き上がる動作を、十分な
時間をかけて行い、参加者が自分でできるように運動
指導者はできる限り手をかけないことを留意していた。
これは、「布団から起き上がる」という動作を意識し、
参加者が自宅で布団から起き上がることを目標として
いる。このように、トレーニングを日常生活に結びつ
けながら指導を行う。また、マシントレーニング時に
は2名の運動指導者が異なるマシンに補助として付き
添い、参加者個々人の体力レベルに合わせて負荷を調
整し、「このくらい（の重さ）でできそうですか？」、
「きついですか？」とコミュニケーションを図りながら
参加者の状況を確認していた（図4）。運動指導者は、
「必要以上に手をかけ過ぎないこと」を前提としながら、
プログラム中全員へ均等に目を向け、必要な支援を行
う。

（出典）取材内容を基に、損保ジャパン総合研究所作成。

図2 財団の行う高齢者向け筋力向上トレーニング事業の沿革

5 平成18年度老人保健健康増進等事業「高負荷筋力増強トレーニング
が虚弱高齢者の身体・生活機能と日常生活活動量に及ぼす影響に関
する調査研究」（財団法人さっぽろ健康スポーツ財団、2007年10月）



4．プログラムにおける運動指導者の工夫

（1）参加者のニーズを引きだすための
運動指導者の工夫

財団の運動指導者が行うプログラムの指導では、3
ヶ月の実施過程の中で、参加者個々人がプログラムに
対する目標を持ち、目標に向かってプログラムに取り
組めるような支援を行っている。
特定高齢者の筋力向上トレーニングにおける目標

（ゴール）は、QOLの向上であるということは一般的
に言われている。しかし、どういったプロセスを経て
QOLの向上というゴールに行き着くかはあまり議論さ

れていないと佐竹氏は指摘する。佐竹氏は、そのプロ
セスについて次のように説明する。参加者は、筋力向
上トレーニングの実施により筋力が向上し、筋力が向
上したことによって日常生活においてできることが拡
大する（ADLの改善）。日常生活の活動範囲が広がっ
たことにより、趣味の再開や新たなことに挑戦する意
欲が沸く（QOLの向上）。具体的な事例として、佐竹
氏は、脳梗塞治療後に身体機能が低下した状態からプ
ログラムに参加した参加者の一人を挙げる。プログラ
ムを通して筋力が徐々に改善したことで、プログラム
参加以前は布団の上に立つだけでも転倒していた状態
が、家の中での転倒回数が少なくなり、家事ができる
ようになった（ADLの改善）。さらに、生活の中で自
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（出典）川初清典、西島宏隆、佐竹恵治「介護予防　運動器の機能向上実践テキスト」（中央法規出版、2006年）を参考に、

損保ジャパン総合研究所作成。

表2 特定高齢者筋力向上トレーニングの概要
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分でできることが増え、やめていた趣味の大正琴も再
開した（QOLの向上）。このように、プログラムによ
って体力が改善すると同時に、行動や気持ちの段階的
な変化を経て、自発的に趣味を再開するというQOLの
向上まで行き着く。この参加者は、プログラム参加当
初から大正琴を再開したいという目標を持っていたわ
けではない。プログラムに参加し、ADLが改善したこ
とで、「このようなこともできるのではないか」と意欲
が沸いてくる。
また、介護予防はQOLの向上を目指すべきと規定し

たとしても、それぞれの参加者が目指す目標はQOLの
向上だけではなく、ADLの改善もあり、参加者個々人
によって異なる。目標は、運動指導者が指示すること
ではなく、参加者個々人が決めることだが、参加者は、
プログラム開始当初から明確に目標を持っているわけ
ではない。その中で、第一段階として運動指導者がす
べきことは、参加者が「プログラムに参加し、筋力を

はじめとする体力全般が向上することによって、今の
生活の何がどのように変化するのか」という日常生活
上の変化を具体的にイメージできるよう支援すること
だと佐竹氏はいう。例えば、前述したように、ストレ
ッチで横になった姿勢から起き上がる動きでは、布団
からの起き上がりをイメージさせる。さらに、参加者
との会話の中で、運動指導者が参加者の日常生活上の
変化を聞き出していく。こうすることで、参加者自身
が日常生活上の効果がわかるようになり、「次はこれが
できるようになりたい」とイメージするようになる。
このイメージの中にこそ個々人のニーズがあり、運動
指導者がニーズを引き出し、ニーズを目標として3ヶ
月実施するよう参加者に意識させる。
参加者個々人が本来のニーズに気付き、目標が定ま

ると、プログラムに対するモチベーションは一気に高
まる。そうすると、プログラム終了後にも運動を継続し
たいという要望も参加者側からあがる。参加者からあ
がったプログラム後の運動実施の要望に応える形で、
財団では2001年からフォローアッププログラムを用
意するようになった。
佐竹氏によれば、運動指導者が参加者のニーズを上

手く引き出すコツをつかめることによって、参加者の
モチベーションが向上するだけでなく、運動指導者自
身も楽しくなるという。コツをつかむためには、実践
活動の中での経験が重要であり、実践活動を行い始め
た頃は経験豊かな運動指導者のプログラムに参加し、
学んでいくという。

（2）参加者にプログラムを3ヶ月間継続させる工夫

2007年度4期全63名の参加者のプログラム終了ま
での継続率は87％であり、途中ドロップアウトした場
合の理由も仕事等、プログラムに不満を持ってやめる
参加者はほとんどいない。佐竹氏によると、参加者を
ドロップアウトさせない最大のポイントは、1教室あた
りの参加者全員のうち、最低体力の参加者にレベルを
合わせることであるという。
プログラムを進めるにあたって、参加者はそれぞれ

体力レベルが異なるため、教室全体としてどのレベル
に照準を合わせるかという問題が発生する。体力レベ
ルの低い参加者が、レベルの高いプログラムに参加す
ると、「ついていけない、自分にはできない」という思
いを持たせ、数回でドロップアウトにつながってしま
う。佐竹氏は、全員が最初から「できた」という経験
をすることが重要であり、ストレッチなどの全体で行
うような活動は、体力が最も低い参加者ができるかを
運動指導者が見極めながら、徐々にステップアップす
ることが重要であるという。また、全員を均等に支援

（出典）札幌市西健康づくりセンターでの特定高齢者筋力向上トレ
ーニングの様子（2008年1月16日、編集部が取材先で撮影）。

図3 ストレッチの様子

（出典）札幌市西健康づくりセンターでの特定高齢者筋力向上トレ
ーニングの様子（2008年1月16日、編集部が取材先で撮影）。

図4 マシントレーニングの様子



する中で、できない人にとって、どうすればできるか
という具体的な方法を運動指導者が提示する。取材し
たプログラムでは、女性参加者の方が男性よりも柔軟
性が高いことを考慮し、参加者全員で同時にストレッ
チを行う際は、ストレッチ方法に男女間の変化をつけ
て指導を行っていた。参加者が、異なる方法で行って
いたり、上手くできていなかったとしても、何かしら
「できた」という体験ができるよう支援することが重要
であると佐竹氏はいう。

5．プログラム後のフォローアップ活動

財団では、3ヶ月のプログラム後の運動実施につい
て高齢者からのニーズに応え、様々なフォローアップ
プログラムを用意している。取材した札幌市西健康づ
くりセンターでは、2004年から「にこにこ倶楽部」
という教室を行っている。この教室は週に2教室開講
しており、マシンは使用しないが、生活動作に関連し
たトレーニングを中心に１回80分間行い、プログラム
終了者の8割程度が参加しているという。また、セン
ター内にあるトレーニングジムの利用に移行する高齢
者も多い。
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高齢者

生活機能チェックリスト 生活機能評価

＜該当＞
特定高齢者候補

特定高齢者を確定
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（出典）取材内容を基に、損保ジャパン総合研究所作成。

図5 特定高齢者筋力向上トレーニング事業における特定高齢者参加までの流れ
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フォローアッププログラムを設置し、または、トレ
ーニングジムの利用を促すことで、3ヶ月の集中的な
プログラムで筋力が向上した後、向上した筋力を維持
させること、運動を習慣化させることが可能となる。
そうすることで生活にリズムを生み出すことを狙って
いる。

6．今後の課題

（1）参加者の募集

現在行われている特定高齢者を選定するプロセスに
ついて、「特定高齢者筋力向上トレーニング」を基にし
て図示したものが図5である。
介護認定を受けていない65歳以上の高齢者が住民健

診を受診する際に「生活機能チェックリスト」に記載
し、また、「生活機能評価」を受診する。生活機能チェ
ックリストのうち、次の2つの条件のいずれかに該当
した高齢者が特定高齢者の候補となる。①表3に示し
た生活機能チェックリストの6から10の5項目の「運
動機能」に関する質問のうち、「はい・いいえ」の前の
数字を足して3項目以上該当する高齢者、②生活機能
チェックリストの１から20の20項目のうち10項目
以上該当し、①に該当しない場合でも、生活機能評価
の中の「運動機能測定3項目（握力、開眼片足立時間、
歩行速度）」で運動機能の著しい低下が認められた高齢
者が「特定高齢者の候補」と判断される。特定高齢者
の候補は、地域包括支援センター等で介護予防の利用
が適当であるか確認される。適当であると判断された
高齢者は「特定高齢者」と確定され、地域包括支援セ

（出典）札幌市介護保険のホームページ「生活機能チェックリスト」（visited May.09, 2008）
<http://www.city.sapporo.jp/kaigo/chiikishien/gaiyo/ky-jigyo.html>より損保ジャパン総合研究所作成。

表3 生活機能チェックリスト
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ンターが行う介護予防ケアマネジメントにより、「特定
高齢者筋力向上トレーニング」への参加の提案を受け
る。提案に同意した特定高齢者が、健康づくりセンタ
ーに紹介され、プログラムに参加するという流れにな
っている。
上記特定高齢者を把握するプロセスにて説明したよ

うな特定高齢者の選定方法があるものの、住民健診で
特定高齢者の候補と選定され、プログラムに参加する
高齢者は、実際のところ極めて少ないと佐竹氏はいう。
そこで、区の保健師や地域包括支援センターの職員は、
高齢者宅への個別訪問や地域住民を対象とした悉皆調
査を行い、特定高齢者を見つけ出そうとする動きもあ
る。こうした現状の中で、より多くの特定高齢者の参
加を促すためには、上記の関係機関･団体の理解を得る
ことが重要であると佐竹氏はいう。財団の行う「特定
高齢者筋力向上トレーニング」は、8年間の事業の実
績や専門的なスタッフによるサポートがある。財団職
員は、他機関との情報交換会等で財団の行うプログラ
ムの理解を得るよう説明し、また、地域包括支援セン
ターの職員らがプログラムを見学し、内容の把握に努
めるなどの取組を行っている。佐竹氏は、今後の課題
として、特定高齢者がプログラムに参加できるよう、
行政の介護予防担当者や地域の理解を得るために、よ
り一層の働きかけを行う必要性があるとしている。

（2）高齢者向けプログラムの充実

前述したように、財団では、3ヶ月のプログラム後
の運動実施について高齢者からのニーズに応える形で
フォローアッププログラムを用意している。佐竹氏は、
プログラム終了者が運動を続けられるような環境を整
えるためのフォローアッププログラムの充実を図るこ
とは勿論のこと、体育館やプールといった公共施設に
おける特定高齢者向けのプログラム開発を今後の課題
に挙げている。

「ディジーズ・マネジメント・レポーター」は今後の誌面づくりに反映させていただくため、ディジーズ・マネジメントにご関心を持つ皆様からのご意見・
ご要望等を随時募集しています。記事の内容、今後とりあげるテーマ等について、率直なご意見・ご要望等をお聞かせ下さい。
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